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要約
本報告書はSII-8プロジェクトによって推定された温室効果ガス収支の概要を示しており、昨年提出
した内容を更新したものです。パリ協定のグローバル・ストックテイク及び関連する環境政策への貢
献を目標としています。

1. 緒言
第一回グローバル・ストックテイク（世界全体としての実施状況の検討、GST）はパリ協定の目的及
び同協定の長期的な目標の達成に向けた世界全体としての進捗状況を 5 年ごとに評価するため、
2023 年 12 月にドバイの COP28 にて開催されました。GST は、1）情報の収集及び準備、2）技術
的評価、3）アウトプットの検討の 3 部から構成されます。これらの過程の透明性を確保するため、
世界全体、地域、国、地区の温室効果ガス（GHG）収支についての、利用可能な最良の科学を用い
た評価は極めて重要です。
この報告書の目的は、第 1 回 GST への情報提供として、国内研究活動から提出した成果のアップデー
ト版を示すことです。環境省の資金提供を受け、2021 年 4 月から 2024 年 3 月にかけて、戦略的研
究開発プロジェクト SII-8（温室効果ガス収支のマルチスケール監視とモデル高度化に関する統合的
研究）が実施されました。各研究参加グループは、観測プラットホーム、先進的モデル、インベント
リなどの手段を使ってマルチスケールで GHG 収支を評価しました（図 1）。GST では、利用可能な
最良の科学による知見を、衡平性を考慮しながら横断的に活用すべきであることから、こうした努力
が必要なのは明らかです。この報告書では、当プロジェクトで採用された方法論の概略を簡潔に述べ、
また第 1 回およびそれに続く GST を支援するために行われた研究の主要な結果の最新版を提示しま
す。本研究の強みは、1）複数のアプローチ（ボトムアップとトップダウン）の統合的展開、2）広い
範囲をカバーする空間的スケール、3）意思決定を支える迅速な報告にあると考えています。とりわ
け本研究の範囲には、地域あるいは世界全体を対象とする他のモニタリング活動では手薄となってい
たアジア太平洋地域が広く含まれます。

図1.  トップダウン及びボトムアップの両方のアプローチによるマルチスケールGHGモニタリングシステム
の概要
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2. 方法論
2.1. トップダウンアプローチ
a）大気観測 
地上観測所、船舶、CONTRAIL（航空機）、GOSAT シリーズ（衛星）ほか
気象庁（JMA）、気象研究所、国立環境研究所（NIES）は、地上観測点（Watanabe ら 2000、
Mukaiら2001、Tohjimaら2002、Tsutsumiら2006）、JMAの調査船（Ishiiら2011、Onoら2019）、
民間の貨物船（Terao ら 2011、Tohjima ら 2012）、航空機（Machida ら 2008、 Matsueda ら
2008、Tsuboi ら 2013、Umezawa ら 2020）、人工衛星（Yokota ら 2009、Yoshida ら 2013）
などさまざまのプラットフォームによって大気中GHGの監視を続けています（図2）。GHGの測定は、
その場で実施されたり、あるいは容器に空気サンプルを採取してそれぞれの研究室に返送された後に
実施されました。研究室での分析では GHG のモル分率と同位体比を求めました。CO2、CH4、N2O
を含む GHG のモル分率は、高精度に管理された標準スケールに基づいて正確に決定されました
（Tsuboi ら 2017）。2010 年から 2023 年にかけてのアジア太平洋地域における CO2 と CH4 の時系
列濃度は（図 3）、バックグラウンド（MNMなど）、大陸（NTL など）、都市（YYG など）の各地点の空間・
時間的変動を見ることができます。厳しい品質保証と品質管理を経て、これらの観測データは直接大
気逆解析システムに送られます。

図 2. （左）アジア太平洋地域における大気中 GHG の観測地点を示す地図。緑の丸印は地上観測点、青線は
観測船の航路、赤線は航空機観測の飛行経路を表す。（右）電波塔（東京スカイツリー）に設置された大気観
測システムの写真。

図 3. アジア太平洋地域において 2010 年から 2023 年にかけて観測された大気中の CO2（左）と CH4（右）
の月別時系列濃度。

NIES では、2022 年から鹿児島船舶株式会社に所属する貨物船、日侑丸を使って大気中 GHG の観
測を実施してきました（図 4(a)）。この船は本州の川崎（神奈川県）と九州の苅田（福岡県）を一週
間で往復し、豊橋、名古屋、神戸など途中の各港に寄港します。一例として、2022 年 1 月から
2023 年 12 月 12 日にかけて航路に沿って観測された大気中 CO2 濃度の空間分布をみると（図 4b）、
400 ppm から 700 ppm までの大きな変動が見られます。さらに、NIES によって得られた時間的な
CO2 の変動、とりわけ各寄港先で観測された変動からは、港湾周辺の都市部の規模と CO2 の変動の
間に関連性が存在することがうかがえます。こうした観測データは、都市における GHG 排出の検証
に役立ちます。



3

図4. (a)日侑丸の写真、(b)2022年１月から2023年12月にかけて、本船の航路に沿って観測された大気中
CO2濃度の空間分布。

ボックス1．増大する大気中のメタン量

メタン（CH4）は重要な GHG であり、エネルギー、農業、廃棄物部門を含むさまざまな人為的
発生源や自然発生源（主として湿地）から排出されます。2021 年の COP26 で開始された「グロー
バル・メタン・プレッジ」が目指すのは、上記の人為的セクターから排出される人為的 CH4 排
出量の迅速な削減です。世界全体の人為的 GHG 排出量を偶発的に低下させた COVID-19 によ
るロックダウンにもかかわらず、民間の貨物船を使用して NIES が観測したように（図ボックス
１）、大気中 CH4 濃度の年間増加は 2020 年には加速しており、この結果は、全球を対象とする
他のモニタリングネットワークからの報告と一致します。またこの増加の加速は、その後数年に
わたって続いていることが明らかです。大気中の CH4 存在量には排出と消失（主として大気中
での化学反応）が寄与しており、消失については、大気中で CH4 を分解する化学反応に関与す
る窒素酸化物（NOx）の排出量低下により、ロックダウン中に弱まった可能性があります。最近
の大気中 CH4 の全球的急増の原因は、大気観測データを用いたトップダウンアプローチにより
解明されることが期待されます。

図ボックス1. 民間の貨物船を使用して観測した、西太平洋地域の異なる緯度における大気中CH4濃
度の2018年から2022年にかけての年間増加（色付きの棒グラフ）。黒の実線は各年の平均値を示す。
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b）大気逆推定モデリング 
NICAM-TM and NISMON:
非静力学正20面体格子大気モデル（NICAM）は、東京大学、海洋研究開発機構（JAMSTEC）、理化
学研究所（RIKEN）その他の国内研究機関によって開発された、全球高解像度シミュレーションのため
の数値シミュレーションモデルです（Satohら2014）。NICAMベースの輸送モデル（NICAM-TM）
とGHG監視用のNICAMベースの逆解析シミュレーション（NISMON）を用いて大気中のCO2とCH4
の濃度変動を再現し、これらのガスの地表フラックスを推定しました（Niwaら2017a, b, 2022）。
NICAM-TMは、Niwaらの研究（2011）において、GHG研究のために開発されたものです。
NISMONでは、多数の観測結果を有効に利用して高解像度（モデル格子点）のフラックス値を推定す
るため（いわゆる高次元問題）、最先端のデータ同化／逆解析手法である4次元変分法が実装されてい
ます（Niwaら2017a,b）。この手法がCO2フラックスの推定に応用できることは（NISMON-CO₂）、
Niwaらが実証しました（2021）。2020年以降に数回の更新を経ながら年一回実施されてきた長期
解析は（Niwa 2020）、直近のグローバルカーボンプロジェクト（GCP、Friedlingsteinら2022）に
より作成された全球炭素サイクルの統合解析に利用されています。NISMON-CO₂
v2021 .1の事前フラックスを構成するのは、化石燃料起源のCO₂排出格子データベース、
GCP-GridFED（Jonesら2021）から得た化石燃料排出、プロセスベースの陸域生態系モデル
（VISIT、Inatomiら2010、ItoとInatomi 2012、Ito 2019）から得た陸域生物圏フラックス、人工
衛星ベースのバイオマス燃焼排出プロダクトである全球火災排出データベース（GFED）v4.1s（van 
der Werfら2017）、JMAから得た船舶測定ベースの海洋フラックスデータ（Iidaら2021）です。

MIROC4-ACTM:
MIROC4 は、東京大学及び NIES との協力のもと JAMSTEC で開発された地球システムモデル
（ESM）であり、MIROC4-ACTM は MIROC4 の大気中化学輸送を扱うバージョンです（Patra ら
2018）。大気中の長寿命ガス（CO₂、CH₄、N₂O、SF₆）のシミュレーションは、地表から気圧
0.0128 hPa（約 80 km）までを 67 の鉛直ハイブリッド気圧層とし、水平解像度としてスペクトル
トランケーション T42（緯度約 2.8 度 × 経度約 2.8 度のグリッド）を用いて実施しています。大気
中の輸送を総観及び季節時間スケールでよりよく表すため、シミュレーションされた水平風（U、V）
と気温（T）には、約 980 から 0.018 hPa の範囲の JMA 再解析データプロダクト（JRA-55、
Kobayashi ら 2015）によるナッジングを行いました。なお、SF6 を用いた対流圏内シミュレーショ
ンと、対流圏と成層圏内の CO₂に基づく空気齢（Patra ら 2018、Bisht ら 2021 とその引用文献）
を用いて、MIROC4-ACTM 内で大規模半球間輸送とブリューワー・ドブソン循環の再現度をテス
トしました。MIROC4-ACTM 逆計算システムは、CO₂と N₂O については地球上の 84 地域
（Saeki と Patra 2017、Patra ら 2022）、CH₄については 54 の陸域（Chandra ら 2021 を更新）
からの月平均フラックスを最適化します。今回の報告では、陸域と海洋の 2 組の事前フラックスを用
いて、事前フラックスの不確実性（PFU）と測定データの不確実性（MDU）を変えながら
（Chandra ら 2022 と同様、ただし PFU と MDU のより少数の事例について）、MIROC4-ACTM
による逆計算を実施した結果を示します。昨年の報告と大きく異なるのは、化石燃料排出です（CO₂
逆解析システムには既知扱い）。

2.2. ボトムアップアプローチ
ボトムアップアプローチは、排出インベントリ、生物地球化学的モデル、地表リモートセンシング
データから得た個々の発生源と吸収源の総計として総収支を求めます（図5）。したがって、大気
データから導いたトップダウン推定を、独立した方法による結果と比較し検証することができます。
トップダウンアプローチに比べると、ボトムアップアプローチでは、より高い空間解像度やセクター
の明示性が長所となりますが、報告の時間的なずれやデータごとに特有の不確実性があるという短所
もあります。総じて、ボトムアップアプローチでは、自然と人為両方のセクターにおける、さまざま
な吸収源と発生源を対象とするために、複数のデータソースが用いられます。本プロジェクトで主と
して私たちが用いるのは、自然セクターのGHG発生源と吸収源の評価には生物地球化学的モデル、
人為起源排出には排出インベントリデータセットです。生物地球化学的モデルによる野外・森林火災
のシミュレーションは不確実性が高いため、野外・森林火災からの排出には、人工衛星データを用い
て作成したプロダクトが用いられます。
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a）生物地球化学的モデル
自然生態系（農地にも適用可能）のGHG交換のシミュレーションにはプロセスベースの陸域生態系
モデルVISITが使用されました。生物地球物理学（放射収支など）及び生物地球化学スキームで構成
されるこのモデルは、地域及び全球スケールの陸域GHG収支の研究に使用されてきたもので、大気
及び野外の測定データ（Patraら2011, 2016, 2022、Chandraら2021など）を用いて検証されてい
ます。VISITは、各格子点での各ガスの総フラックスを、自然生態系と農地の結果を農地面積割合で
加重した値として返します。農耕地部分では、栽植、収穫、施肥といった農作業は簡略化して扱われ
ます（Itoら2018）。

b）データ駆動型推定（フラックスのアップスケーリング）
リモートセンシングと渦相関フラックスタワーのデータを入力するサポートベクター回帰（SVR）モ
デルを用いて、アジア全域における大気と陸域生物圏の間での炭素フラックスを0.25度の解像度で推
定しました。使用されたリモートセンシングのデータには、地表温度、土地被覆、葉面積指数、双方
向反射率分布関数（BRDF）で補正した反射率が含まれます。フラックスタワーのデータについて
は、総一次生産量（GPP）などの炭素フラックスの観測値を使用しました。MODISプロダクトの異
なるバージョン、5、6、6.1をSVRアルゴリズムに入力し、目標変数にはフラックスタワーのデータ
を使用しました。計算後、MODISの各バージョンによる結果を比較しました。

c）排出インベントリと人工衛星プロダクト
人為起源排出量データベース
私たちが使用したのは、人為起源排出量インベントリ、特に地球規模大気研究のための排出量データ
ベース（EDGAR、Crippaら2020）バージョン8.0です。その理由は、すべてのGHGを対象とし、
高い空間解像度（0.1度 × 0.1度）とセクター分類の明示性があるためです。排出セクターは、化石燃
料採掘、都市と産業、埋め立てを含む廃棄物、農業、間接な排出（大気沈着からのN₂O）や家畜
（CH₄のみ）の、4ないし5種類のカテゴリーにまとめられました。比較のために参照した他の排出
データセットは、人為起源CO₂のオープンデータインベントリ（ODIAC）、GridFED、農業排出の
FAOSTAT、CH₄とN₂OのGAINS/IIASA、Community Emissions Data System（CEDS）です。

図 5. GHG 収支についてのボトムアップ推定の概要：CO₂（上）、CH₄（中）、N₂O（下）、[ 角括弧内 ] は使用
した方法とデータ。
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火災排出データベース
バイオマス燃焼による CO₂、CH₄、N₂O の排出量は、小規模火災も含めた GFED v4s（van der 
Werf ら 2017）から求めました。バイオマス単位重量あたりの燃焼による排出量である排出係数は、
Akagi ら（2011）の報告から得ました。焼失面積の検出アルゴリズムと排出係数には不確実性が含
まれるため、GFEDv4s ベースのバイオマス燃焼排出量は、全球火災同化システム（GFAS）や米国
大気研究センター（NCAR）の火災排出インベントリー（FINN）のような類似プロダクトによる結
果との比較によって評価する必要があります。

2.3. 地球システムモデル（ESM）
各国の GHG 排出削減努力がもたらす地球温暖化の緩和効果を定量的に評価するため、私たちは複雑
さの程度が異なる ESMによる気候予測を実施しました。

a）MIROC-ES2L
今回の研究では、気候の予測には ESM「MIROC-ES2L」（Hajima ら 2020）を使用しています。こ
のモデルは、第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）の実験で広く用いられたものです。
CO₂濃度のシミュレーションは、現在の世代の ESMs ではまだ偏りがあり、10 年規模の気候と炭素
サイクルのシミュレーションについて、その精度を向上させる必要があることから、データ同化の 1
種である「ナッジング」システムを導入して、このモデルが全球 CO₂濃度の観測結果を再現できるよ
うに改変しました。

b）FaIR v1.6.4
簡略化気候モデルも補助的に用いることで、フル結合版のESMによってシミュレートされた気候・炭
素循環プロセスのエミュレーションを実施しました。使用したのはFaIRエミュレーターのバージョン
1.6.4（Millarら2017、Smithら2018）で、これは前回のIPCC報告にも広く用いられたものです。
このエミュレーターは、上記のESMによるシミュレーションに加え、異なるシナリオを使用したシ
ミュレーションの結果を素早く得ることが可能です。このモデルの物理的気候・炭素サイクルプロセ
スに関するパラメーターは、非線形最小二乗法によって自動的に決定されました。エアロゾルや大気
汚染物質など他の気候変動を促す要因の扱いは、Nichollsら（2020）を踏襲しています。

3. 温室効果ガス収支
3.1. トップダウンアプローチ
a）世界全体、地域別、国別の収支
図 6 は、4 分割した緯度帯における CO₂フラックス量の推移を示し、2000 年から 2021 年までの期
間について MIROC4-ACTM 逆計算システムによって推定したものです。一般的に、化石燃料排出
量が最速で増加していた 2002 年から 2010 年の間に、逆計算では陸上の吸収源もまた増加すること
が推定されました。すでに Saeki と Patra（2017）が、CO₂と CH₄の逆計算結果の総合解析によって、
東アジア地域における同様の排出と吸収源が連動していたことを示しているのですが、化石燃料から
の排出量の不確実性に関する情報欠如のため、詳細な解析は実施していませんでした。

その後、格子化された化石燃料からの排出量の上限と下限は、GridFED（Jones ら 2022）から入手
可能となりました。図 6 では、4 分割した緯度帯における化石燃料からの排出量と陸域・海洋吸収源
の変動を示しており、北半球の中緯度域で（北緯 30 度以北、上段）、化石燃料からの排出量（左列）と、
従ってそれを埋め合わせる残余分の陸域吸収源に（中列）、持続する大きな偏りが見られます。北半
球低緯度域では（赤道から北緯 30 度まで、2 段目）、化石燃料からの排出量の増加速度に差が見られ、
それに応じた陸域フラックスの変化速度も同様です。南半球の低緯度（3 段目）及び中緯度域（4 段目）
では、化石燃料からの排出量と残余フラックス推定値は大きな数値にはなりませんでした。
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図 7 では、亜大陸規模のフラックス量に対する化石燃料からの排出量の影響が見られますが、
MIROC4-ACTM 逆計算によって推定した陸域フラックス量は、想定される化石燃料からの排出量
の差異と明確かつ密接に連動していることは明らかです。最も顕著な差異が認められるのは東アジア
で、ここは中国における化石燃料からの排出量の不確実性に左右されています。他地域の多くでは、
推定された陸域フラックス量は、化石燃料からの排出レベルの平均値と上限・下限について平行な曲
線となり、異なる逆計算によって推定した陸域フラックス量が、類似した年次変動と推移を示してい
ることが分かりました。東アジアでは、化石燃料からの排出量の不確実性は、2000 年には約 ± 0.3 
Pg C/年、2021年には約 ± 0.7 Pg C/年まで増大していました。その結果、陸域フラックス推定量は、
2002 年から 2010 年までの間に東アジアの陸域吸収源がどのように変化したかについて、大きな差
異を示しています。CO₂吸収源は、化石燃料からの排出量の上限を用いた場合、2001 年から 2009
年までの短期間で 0.5 Pg C/ 年もの増加となります（図 7、グラフ h）。このような結果は、ESM の
開発に対し、とりわけ炭素気候応答を予測し、また各国において CO₂吸収源を追跡する上で、大きな
示唆をもたらします。

図 8 は、2001 年から 2021 年までの期間に 15 の陸域で見られた CH₄排出量の平均値からの偏差を
示したものです。いくつかの主要発生源についての地域特異的なボトムアップ排出量と地域別トップ
ダウン総排出量に関する統合解析を活用して、低下時期（1990 年から 1998 年）、準定常時期
（1999年から2005年）、再増加時期（2006年以降）におけるCH₄増加速度の変動原因を検討しました。
全般的に、2002 年以降の東アジアでの突出した不一致を除けば、トップダウン排出の推移はボトム
アップ排出の推移とよく一致しました。この結果は、対照に用いた事例については、インベントリ排
出量が観測された CH₄濃度とおおむね一致していることを示唆します。メタン消失に関わるヒドロキ
シラジカル（OH）濃度の年次変動は、2000 年から 2018 年の期間でのメチルクロロホルム
（CH₃CCl₃）の観測をもとに計算し、その後の期間（2019 年から 2021 年）について、OH のばら
つきと多変量 ENSO 指数（Patra ら 2020）の直線関係を用いて外挿しました。

図 6. 4 分割した緯度帯における化石燃料からの年間 CO₂排出量（a、点線：上限、破線：下限、実線：平均）、
MIROC4-ACTM 逆計算モデリングによって推定した、対応する陸域（b）と海洋（c）の炭素吸収源。背景
色は多変量 ENSO 指標（MEI: Wolter と Timlin 2011）の値。青線と黒線は、化石燃料排出量の上限、下限、
平均（それぞれ点線、破線、実線の曲線）に対応する、異なる 2 通りの観測データを用いた場合の逆計算に
おける不確実性。
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図 8. 事前フラックス（破線）に対応する 4 例の MIROC4-ACTM 逆計算（実線）によって推定された地域
別 CH₄排出量の平均値からの偏差の時系列（2003 年から 2021 年）。濃度のシミュレーションには年ごとに
異なる OH 分布を使用した。2020 年から 2021 年までと 2018 年から 2019 年までの間の排出量の変化を
示す地図は、15 地域の境界（黒線）と 60 地点の位置（黒の円）を示す。地域ごとに個々の逆計算事例の長
期平均（2003年から2021年）を全球平均から減じ、排出偏差（各グラフ内に長期平均値を示す、単位はTg/年）
を算出した。グラフは Chandra ら（2021）から転用したもので、千葉大学の Dmitry Belikov が逆計算期
間を 2021 年まで延長し、更新した。

図 7. 異なる化石燃料からの排出量を用いて MIROC4-ACTM 逆計算により求めた 8 陸域の地域別 CO₂フ
ラックス。異なる 2 通りの観測データの不確実性を使用し、化石燃料 CO₂排出量の平均値からの偏差（赤線、
平均：実線、下限：破線、上限：点線）の 3 事例について、6 通りの逆計算を実施（凡例参照）。東アジアの
化石燃料 CO₂排出量異常については、共通の y 軸範囲に収めるため、-1 Pg C/ 年だけずらせた（グラフ h）。
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図 9. 15 陸域（2010 年代の平均排出量を示す地図に黒線で描き込み）からの地域別 N₂O 排出量、事前情報
のフラックス（PFU）の不確実性を変更した（青：25%、橙：50%、緑：100%）3 例のボトムアップ排出量（灰色）
と 3 例のトップダウン排出量を示す。トップダウンの結果は、すべて MDU を 93% とした場合（詳細は
Patra ら 2022）。長期平均地域別排出量（1997年から2019年、各グラフ内の数値）を年平均排出量から減じ、
異なる先験値から 1σの標準偏差（陰影部）を算出した。中央の地図は格子化された N₂O 排出量を示す。グ
ラフは Patra ら（2022）から入手。

ボトムアップ推定量とトップダウン推定量の一致は逆計算法の欠点ではなく、むしろ排出量先験値の
改善と解釈すべきであり、ボトムアップ及びトップダウン排出推定量は、政策立案にとって補完的な
情報を与えるものとみなせます。このことをはっきりと示すため、以下の異なる 4 件の先行事例を用
いてCH₄の逆計算を行いました。1）Post_Inv1：GCP-CH₄ プロジェクトから提供されたものと同じ、
2）Post_Inv7：1）に淡水排出の 46 Tg-CH₄/ 年を加算したものと同じ、3）Post_vCao：湿地排
出に VISIT Cao スキームのものを用いた以外は 1）と同じ、4）Post_viWH：湿地排出に VISIT 
Walter-Heimann スキームのものを用いた以外は 1）と同じ。全ての逆計算で同様の CH₄排出異常
が推定され、これらは人為的 GCP-CH₄放出の先験的な長期傾向と一致しました（図 8）。

ほとんどの地域で、推定された排出の長期平均値は（各グラフに表示）、先験値に用いた排出よりも
4 通りの逆計算に近い値となりました。本年の報告書のハイライトのひとつは、MIROC4-ACTM 逆
計算により、CH₄の全球総排出量が、2005 年には全体で 550 Tg CH₄/ 年未満だったものが、2020
年には 600 Tg CH₄/ 年を超えると示唆されたことです（表 1）。そして、MIROC4-ACTM 逆計算
の結果は、ボトムアップ推定量よりもはるかに低いのです（表 2）。

陸域の多くでは、1997 年から 2019 年までの間に、大きな年次変動と、N₂O 排出予想量の系統的な
増加が認められ（図 9、色付きの線）、系統的な増加はほとんどの地域で事前情報 の排出シナリオ（灰
色の線）と同調していました。この結果から、FAOSTATの施肥量データで運用したVISITモデルは、
農作業による N₂O 排出を良好にシミュレートすることがうかがえます。注目に値する例外は熱帯ア
メリカと中央アメリカで、これらの地域では予想された排出増加の速度が事前排出増加速度の倍以上
となっていました（図 9d, h）。私たちの結果から、解析対象となった期間に、欧州から排出された
N₂O 量が削減されたことが確認されました。この排出削減は、化学工業による、主として肥料生産
用の硝酸製造、さらにナイロン生産用のアジピン酸製造に対する最新技術の採用によるものです
（EDGAR を参照）。インベントリ推定では、日本における同様の N₂O 排出削減が報告されています。
N₂O のボトムアップ排出量に対する本報告の更新で、東アジア地域についてのトップダウン推定と
のより良い一致が得られました（表2）。しかしながら、トップダウンによる全球総排出量とボトムアッ
プ排出量の間の隔たりは拡大しました。
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図 10.HAT と YON で観測されたΔCO₂/ΔCH₄比をもとに推定した中国における FCO₂排出量の変化。
2020 年、2021 年、2022 年、2023 年の 1 月、2 月、3 月についての推定結果をそれぞれ左から右のグラ
フにプロットした。赤の丸と線、ピンクの四角は、観測されたΔCO₂/ΔCH₄比に基づく、それぞれ 30 日間
移動平均と月間平均の推定値を示す。上下方向の線は不確実性を示し、灰色の帯は中国の春節にあたる期間。
オレンジ色と青の線は、それぞれ Le Quéré ら（2020）と Liu ら（2020）のボトムアップ推定に基づく中
国からの FFCO₂排出量の変化を示す。

b）HAT と YON のモニタリングステーションにおける大気観測値に基づく中国からの化石燃料由来
の CO₂排出量に対する準リアルタイム推定
波照間島（HAT、北緯 24.06 度、東経 123.81 度）と与那国島（YON、北緯 24.47 度、東経 123.01 度）
で観測された大気中の CO₂と CH₄のモル分率は、晩秋から初春にかけて、相関性のある比較的大き
な総観規模の変動を頻繁に示します。これは、冬季には東アジアのモンスーンの影響によって、CO₂
と CH₄濃度の高いエアマスが大陸からこれらの島々にしばしば運ばれてくるためです。過去の研究に
より、冬季に HAT と YON で観測された CO₂と CH₄の変動比（ΔCO₂/ΔCH₄比）は、中国におけ
る相対排出強度の変化の良い指標であることが分かっています（Tohjima ら 2014, 2020, 2022）。
実際に、ΔCO₂/ΔCH₄比の 3 か月間（1 月、2 月、3 月）の月別平均値は、中国の経済活動が未曾有
の成長を示した 2000 年から 2010 年にかけて徐々に増加しました。さらに、中国で実施された全国
規模のロックダウンによって化石燃料由来の CO₂（FFCO₂）排出量が著しく削減されたと推定される
2020 年 2 月には、ΔCO₂/ΔCH₄比が急激に減少しました。

こうした事実を考慮して、私たちは、HAT と YONにおける大気中ΔCO₂/ΔCH₄の変動比を用いて、
中国からの CO₂排出量についての準リアルタイム推定法を開発しています（Tohjima ら 2023）。大
気輸送モデル（NICAM-TM、Niwa ら 2011）と CO₂及び CH₄の全ての地表フラックスを用いて大
気中の CO₂と CH₄を計算したところ、1 月、2 月、3 月について計算されたΔCO₂/ΔCH₄比と中国
における FFCO₂/CH₄排出比との間に直線関係があることを見出しました。したがって、観測された
ΔCO₂/ΔCH₄比を中国での FFCO₂/CH₄排出比に変換するために、この直線関係を用いることがで
きます。そして、前の 9 年間（2011 年から 2019 年）では比較的安定したΔCO₂/ΔCH₄比が観測
されているので、その期間に対応する平均値と比較した FFCO₂/CH₄排出比の変化率を算出しました。
さらに、生物圏の CO₂と CH₄のフラックスには年次変動はないとの仮定することで、FFCO₂/CH₄
排出比の変化率を中国からの FFCO₂排出量の変化率として解釈することが可能となります。そして
最終的に、HAT と YONについての推定変化率の加重平均値を算定しました。
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こうして開発した方法により、2020 年、2021 年、2022 年、2023 年の中国からの FFCO₂排出量
について、それまでの9年間の平均値と比較した変化を推定しました（図10）。その結果得られた1月、
2 月、3 月（JFM）の FFCO₂排出量の変化は、2020 年にはそれぞれ 17 ± 8%、－36 ± 7%、－12 
± 8%（JFM 3 か月全体では－10 ± 9%）、2021 年にはそれぞれ 18 ± 8%、－2 ± 10%、29 ± 
12%（JFM 3 か月全体では 15 ± 10%）、2022 年にはそれぞれ 20 ± 9%、－3 ± 10%、－10 ± 
9%（3 か月全体では 2 ± 9%）、2023 年にはそれぞれ－1 ± 8%、19 ± 9%、2 ± 8%（JFM 3 か
月全体では 7 ± 8%）でした。私たちの推定結果では、中国からの FFCO₂排出量は、2020 年 2 月
には著しく減少したものの、新型コロナウイルスによるロックダウン後の中国における社会経済活動
の回復とともに再上昇したことがうかがわれます。しかしながら、推定した 2022 年 3 月の FFCO₂
のわずかな減少は、中国からの FFCO₂排出量が、いまだ中国での新型コロナウイルス感染状況の影
響を受けつつあることを示唆しています。2023 年には、中国からの FFCO₂排出量は、おそらくは
中国のゆるやかな経済回復を反映して、新型コロナウイルス感染症感染拡大前のレベルに到達したよ
うに見えます。私たちの推定結果には、図 10 に示すように、ボトムアップアプローチに基づく推定
の他の報告事例との整合性が認められます（Le Quéré ら 2020、Liu ら 2020）。

c）NICAM-TMによる東京都市圏からの正味CO₂フラックス の推定と東京スカイツリーでの観測結果
NISMON-CO₂から得た逆計算フラックスデータと東京スカイツリーでの観測結果を NICAM-TM
に使用し、東京都市圏からの正味 CO₂フラックスを推定しました。逆計算フラックスデータについ
てはモデル内の東京地域をより細かく分割するために、水平解像度 1 度の格子を高解像度（約 14 
km）まで縮小しました。東京以外の地域から導いたバックグラウンド濃度は、世界各地の観測結果
によって全球的に最適化された逆計算フラックスデータを使用しているため、現実をよく再現しうる
と考えました（南鳥島のような遠隔地では、モデルと観測結果がよく一致します）。しかし、シミュレー
ションの結果と東京スカイツリーでの観測結果の間には著しい不一致がありました（図 11、中央上
のグラフ）。

図 11. 東京都市圏についての CO₂フラックス推定の概要。左上は NICAM-TM によって 14km の解像度で
計算した地表 CO₂濃度場。上の中央では、計算結果を東京スカイツリーにおける観測結果と比較する。東京
起源の濃度は、東京スカイツリーにて計算及び観測した濃度から、計算したバックグラウンド濃度を減じて
導いた。左下では、東京起源の濃度についてのモデルと観測結果の差を風速と比較した。下中央のグラフは、
東京起源の CO₂濃度についての NICAM-TM と観測値の間の回帰係数の季節変化である。風速で分類する
ことにより、回帰係数も分離された。右下のグラフは、本研究及び先行研究において推定された東京からの
正味 CO₂フラックスを示す。
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図ボックス 2. MODIS の異なるデータセットバージョン（5、6、6.1）を用い、サポートベクター回帰モ
デルによって推定したアジア 4地域の陸域総一次生産量の年次変動。破線は線形回帰線を示す。

東京からの正味 CO₂フラックスは、バックグラウンド濃度を差し引いた計算結果と観測値を比較する
ことで推定できます。東京起源の CO₂濃度を NICAM-TM と観測値を比較すると、低風条件下では
高頻度で不一致が認められました（図 11、左下のグラフ）。データを風速が高い方の 50%（高風速条件）
と低い方の 50%（低風速条件）に分類すると、東京起源の CO₂濃度についての NICAM-TM と観測
値の間の回帰係数は高風速条件ではおよそ 1 になります（図 11、下中央のグラフ）。観測値と
NICAM-TM の不一致の原因には、化石燃料排出分布の不適切な配分、モデルの不十分な解像度、あ
るいはモデル輸送の誤差が考えられます。高風速条件のみでデータを評価することで、上記の誤差に
よる影響は平滑化されます。その結果、全ての季節について、モデルと観測値の間に一貫性のある回
帰が得られました。東京起源の CO₂についての最良の回帰係数をもとに、東京からの正味 CO₂フラッ
クスを 79.5 ± 6.6 Tg C/ 年と推定しました。この推定には、先行研究との整合性があります（図
11、右下のグラフ）。

ボックス 2．フラックス測定値のアップスケーリング
現時点で、アジアにおける GPP 推定には、2000 年から 2015 年にはMODIS バージョン 5（こ
れ以降バージョン 5 は生産停止）、2000 年から 2020 年にはバージョン 6 と 6.1 に対する結果
があります。フラックスタワーからの GPP 観測値との比較において、この方法は、バージョン
5、6、6.1 で r2 値（決定係数）がそれぞれ 0.73、0.73、0.71 となり、これまでのところかなり
正確であることが示されています。しかしながら、これら 3 バージョンでは、GPP の傾向にあ
る程度大きな差が見られます。アジアの４地域を対象に、2000 年から 2005 年にかけての GPP
平均値の年次変動に Theil-Sen 回帰を行って推定年次トレンドラインを生成し、これについて
Mann-Kendall 単調傾向検定を実施しました。図ボックス 2 に示すとおり、バージョン 5 の東
南アジアとシベリアについての結果以外、全てのバージョンが、４地域すべてで GPP の増加傾
向を示しました。どの地域かにもよりますが、バージョン6と6.1が最も高い傾向を示しています。
バージョン 5 にはデータが 2015 年までしかなく、図の中では回帰の結果を使ってトレンドライ
ンを 2020 年まで伸ばしていることにご注意ください。
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3.2. ボトムアップアプローチ
ボトムアップアプローチからは、GHG 発生源と吸収源の空間的に明示されたマップとセクター別の
ばらつきが得られました（図 5）。図 12 は、アジアにおける自然と人為両方のセクター及びその合計
について、CO₂、CH₄、N₂Oの平均年間収支を示すものです。CO₂については、主としてCO₂施肥効果、
植林、温暖化による成育促進により、陸域の大部分が生態系への正味吸収源となっていました。東南
アジアでは、大規模な野外・森林火災が正味発生源となっていました。人為起源の CO₂排出は都市部
と産業地帯からのもので、そのため総収支では、発生域と吸収域が空間的に不均質となっています。
CH₄については、主として湿地、泥炭地、河川のデルタで自然排出が起きていた一方、広大な乾燥地
帯は土壌の酸化によって弱い吸収源となっていました（Ito ら 2023）。人為起源の発生源は、水田、
家畜を伴う牧草地、化石燃料の採掘地、都市部にありました。この結果、総収支の地図は多数の発生
源を反映した不均質なものとなっています。N₂O については、自然排出が起きていたのは、主に熱
帯及び亜熱帯地域の自然土壌、とりわけ農耕地と都市部の周辺でした。人為起源の排出は、主として
東アジアと南アジアの農業地帯で起きていました。N₂O の総収支マップは CH₄のものと類似してお
り、それぞれの主要発生源の類似性がうかがわれました。

図 13 は、世界と日本について、セクター別の GHG 発生源と吸収源の年次変化を示したものです。
CO₂の全球収支については、自然の吸収源（純生態系生産）によってかなりの程度相殺されるものの、
主として産業からの排出によって人為起源の排出が増加しました。日本でも、排出には産業セクター
の影響が支配的ですが、2010 年以降は減少傾向が見られます。CH₄の全球収支については、主とし
て化石燃料の採掘、家畜、廃棄物セクターのため総排出量が増加した一方、自然排出は比較的一定で
した。日本では、水田、廃棄物、化石燃料採掘における減少のため総排出量は一貫して減少しましたが、
家畜からの排出は若干増加しています。N₂O の全球収支については、主として化学肥料と有機肥料
の使用に起因する農業からの排出のため、総排出量が増加しました。日本では、総排出量は 2000 年
までは産業からの排出により増加し、その後は産業及び農業セクターにおける減少のため減少してい
ました。

図 12. ボトムアップアプローチによって推定された CO₂、CH₄、N₂O 収支の地図。地図は 2001 年から
2022 年までの平均年間収支を示す。
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3.3. トップダウン推定とボトムアップ推定の比較
GHG 収支についてのトップダウンとボトムアップのアプローチの違いは、仮定や方法に関連する不
確実性の範囲を表します。表 1 と表 2 は、1996 年から 2022 年までの 5 年間について、トップダウ
ンとボトムアップの２つのアプローチによって推定した世界全体及び地域別（東アジア）の GHG 収
支を比べたものです。２つのアプローチは使用するデータとモデルが異なるため、偏りや誤差の方向
と大きさも異なります。トップダウンとボトムアップの結果を比較した先行研究からは、二つのアプ
ローチの間の根本的な概念上の（あるいは用語上の）違いが重大な影響をもたらした可能性が示唆さ
れていました。例えば排出についての「自然」と「人為」の定義には曖昧さが残り、土地利用とバイ
オマス燃焼による排出の発生には空間的、時間的に異質なものが含まれ、理由もさまざまである可能
性があります。また、トップダウンとボトムアップのいずれのアプローチにとっても、農産物や伐採
した材木の運搬や河川輸送といった横方向の流れには、未だに組み入れにくさがあります。こうした
問題は、今後炭素サイクルや GHGを研究対象とする諸分野が検討すべきテーマとなっています。

本報告書では、概念上の曖昧さを避け、二つのアプローチで得られた結果の比較について正確を期す
ため、以下の定義を採用しました。CO₂については、化石燃料燃焼による排出を人為起源の排出と考え、
純生態系生産と土地利用による排出は正味の自然排出（吸収も含める）です。こうした定義により、
土地利用による森林や草地からの排出の扱い方に伴う難しさと不確実性を避けることができます。
CH₄と N₂O については、自然と人為両方の起源による排出を含め、世界全体及び地域別の総収支を
比較しました。というのは、これら二つのガスは排出源の種類が多く、大気から得た情報に基づいて
区別するのは困難だからです。このように単純化したとは言え、本稿に示す比較は、とりわけこれら
が GST に適用できるという点で、私たちが得た GHG収支の整合性の評価に役立ちます。

表 1. 全球陸域総GHG収支に関するトップダウンアプローチとボトムアップアプローチの比較
       （年次変動の平均 ± SD）

CO2 in Pg C yr–1, CH4 in Tg CH4 yr–1, N2O in Tg N yr–1

CO2

CH4

N2O

自然 +土地利用

人為 (化石燃料)

合計
 (排出 ‒ 土壌吸収)

合計

トップダウン (NISMON)
(MIROC4-ACTM)
ボトムアップ[VISIT]
ボトムアップ (GridFED)

トップダウン
 (MIROC4-ACTM)
ボトムアップ 
トップダウン
 (MIROC4-ACTM)
ボトムアップ 

−1.25 ± 1.25

−2.42 ± 1.08
  6.62 ± 0.14
 
         --

443.4 ± 11.2
  15.6 ± 0.7

  11.3 ± 0.5

−1.38 ± 0.95
−1.73 ± 0.74
−2.02 ± 0.76
  7.42 ± 0.43

540.5 ± 9.6

458.2 ± 7.8
  15.6 ± 0.3

  11.4 ± 0.2

−2.70 ± 0.59
−2.91 ± 0.50
−3.27 ± 0.41
   8.54± 0.27

537.6 ± 10.8
486.5 ± 3.5

  16.4 ± 1.0  
  
  11.8 ± 0.2

−2.49 ± 0.98
−2.93 ± 0.88
−3.44 ± 0.85
  9.42 ± 0.11

573.8 ± 8.5
500.5 ± 5.9

  17.0 ± 0.7
 
  12.1 ± 0.2

−1.93 ± 0.65
−2.66 ± 0.76
−2.52 ± 0.89
  9.66 ± 0.20

594.4 ± 14.1
513.8 ± 10.9

  17.5 ± 0.7
  12.2 ± 0.2

1996–2000 2001–2005 2006–2010 2011–2015 2016–2020
−3.07 ± 0.64
−3.11 ± 0.25
–3.66 ± 0.37
  9.93 ± 0.01 

535.2 ± 7.6

    
  
  12.5 ± 0.2

2021–2022

図 13. ボトムアップアプローチによって推定された世界全体（上）と日本（下）における CO₂、CH₄、
N₂O 収支の一時的変化。



15

3.4. CO₂排出削減努力の評価
図 14 は ESM「MIROC-ES2L」によるシミュレーションの結果を示すもので、気候予測には
SSP1-1.9 と SSP1-2.6 の２種類のシナリオを使用しました。このモデルは、基本的に CMIP6 で使
用したものと同じですが、SII-8 プロジェクトにおける取り組みを通じて、CO₂濃度の再現性能が向
上しています。

本シミュレーションは、排出量をデータで与える一般に「CO₂排出駆動型」と呼ばれるモードで実施
され、CO₂濃度はモデルによって予測したものです（参考：CMIP6 の大多数は「濃度駆動型」モー
ドで実施されています）。化石燃料からの CO₂排出量は外部からの入力データとしてモデルに入力さ
れています。SSP1-1.9 と SSP1-2.6 の２つのシナリオは、ともに排出の減少開始を 2020 年と想定
しています。大気中 CO₂濃度が減少する時期は、SSP1-1.9 によれば約 20 年、SSP1-2.6 では約 45
年の遅延が生じ、排出減少の影響が大気中 CO₂濃度の減少として現れるためには、より時間がかかる
ことがうかがわれます。これは、CO₂濃度の減少は、人為起源からの排出が、陸域や海洋における自
然による炭素の取り込みを下回った時にはじめて実現するものだからです。この結果は、排出量が低
下を始めた後も、その削減のための努力を強化しなければならないことを示唆します。

図14. 排出駆動で設定された地球システムモデル「MIROC-ES2L」によるシミュレーションの結果。シナリ
オには SSP1-1.9（緑線）と SSP1-2.6（青線）を使用。縦線は各変数が減少に転ずる時期を示す。（a）化石
燃料からの CO₂排出量（外部入力）、（b）本モデルによりシミュレートした大気中の CO₂濃度、（c）本モデ
ルによりシミュレートした全球平均地表気温（産業化以前の状態からの偏差として表示）。細線は各アンサン
ブルメンバー（総数 10）、太線はアンサンブル平均を示す。

表 2. 東アジアの陸域総 GHG収支に関するトップダウンアプローチとボトムアップアプローチの比較
       （年次変動の平均 ± SD）

CO2 in Pg C yr–1, CH4 in Tg CH4 yr–1, N2O in Tg N yr–1

CO2

CH4

N2O

自然 +土地利用

人為 (化石燃料)

合計
 (排出 ‒ 土壌吸収)

合計

トップダウン (NISMON)
(MIROC4-ACTM)
ボトムアップ[VISIT]
ボトムアップ (GridFED)

トップダウン
 (MIROC4-ACTM)
ボトムアップ 
トップダウン
 (MIROC4-ACTM)
ボトムアップ 

−0.19 ± 0.24

−0.34 ± 0.05
  1.46 ± 0.04
 
         --

  56.1 ± 0.9
  1.48 ± 0.13

  1.44 ± 0.04

−0.03 ± 0.29
−0.32 ± 0.14
−0.34 ± 0.13
  1.83 ± 0.24

   48.3 ± 2.7

   58.8 ± 3.4
  1.57 ± 0.10

  1.47 ± 0.06

−0.21 ± 0.14
−0.46 ± 0.08
−0.31 ± 0.05
  2.56 ± 0.21 

  52.2 ± 2.6
  68.0 ± 2.0

  1.76 ± 0.13  
  
  1.57 ± 0.04

−0.18 ± 0.15
−0.56 ± 0.14
−0.36 ± 0.08
  3.20 ± 0.05

  58.1 ± 3.3
  74.6 ± 0.8

  1.71 ± 0.12
 
  1.62 ± 0.06

  0.10 ± 0.13
−0.52 ± 0.12
−0.44 ± 0.05
  3.31 ± 0.11

  60.3 ± 4.7
  76.1 ± 1.4

  1.75 ± 0.16
  
  1.55 ± 0.03

1996–2000 2001–2005 2006–2010 2011–2015 2016–2020
−0.22 ± 0.02
−0.23 ± 0.13
–0.54 ± 0.01
  3.52 ± 0.03

  79.9 ± 1.6

    
  
  1.61 ± 0.00

2021–2022

         --
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4. 結び
昨年私たちは、利用可能な最良の科学に基づいてパリ協定の GST に根拠をもたらすことを目的とし
て、観測データとモデルを用いて作成した世界全体、地域別、国別の GHG 収支に関する報告書を刊
行しました。SII-8 プロジェクトが提案する GHG モニタリングシステムは、GHG 収支の空間的・
時間的特性を不足なく捉え、緩和の努力やリーケージ（漏れ）を客観的に、かつ透明性を保って検出
することができました。このシステムのアジア太平洋地域への対応は良好で、欧州のコペルニクスや
統合的炭素循環観測システム（ICOS）、北アメリカ炭素プログラム（NACP）のような他地域の活
動を補完し、それにより、世界気象機関の全球 GHG 監視（WMO-GGGW）において、将来重要な
役割を果たすものと思われます。今回の GHG 収支の推定は、公開データセット（排出インベントリ
や人工衛星プロダクトなど）とともに、私たち自身の観測データとモデルシミュレーションデータを
用いることで得られた点にご留意ください。モニタリングからモデリングに至る共同作業により、こ
のプロジェクトではステークホルダーに対する速やかな情報提供が可能となりました（図 15）。しか
し、まばらな観測範囲に起因する軽視できない不確実性、モデルの不完全さによる誤差、偏りのある
排出インベントリなどは残された問題です。幸い、現在続けられている努力により、本プロジェクト
及び後続のプロジェクト群には、これらの制約を克服し、透明性のある GST 達成を支援するより信
頼性の高い GHG収支を提供することが期待されます。

図 15.グローバル・ストックテイク（GST）に対する GHG収支の貢献についてのタイムライン

参考：該当する第１回GSTの検討に向けた設問（SB議長による2022年2月18日版）
および私たちの回答

<緩和策>
Q1. パリ協定の条項 2.1(a)1 と 4.12 で定義された目標の達成に向けた緩和活動の現在の実施状況に関
する全体的な進捗と抱負は？

A1. GHG モニタリングは、この報告書に示す通り、総合的かつ迅速な評価と報告において進捗を得、
緩和目標の達成を支援しました。

Q2. 国別に決められた貢献、長期 GHG 低排出開発戦略、関連する取り組みやイニシアティブを勘案
した上で、パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 で定義された目標を達成するため、予想される 2030 年と
2050 年の世界全体のGHG排出量と、なお必要となる排出削減は？

A2. 地球温暖化を工業化以前よりも 1.5° C 高い水準を十分に下回るものに抑えるため、遅くとも
2050 年までにネットゼロ排出を達成しなければなりません。本報告書で示した GHG モニタリン
グシステムには、科学的な裏付けによってその完遂を支援することが期待されます。

Q3. パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 で定義された目標の達成に向けて、緩和活動を計画、実施、促進す
るために現在どのような努力がなされているのか？

A3. 必要とされる透明性を保って国ごとの GHG 収支を評価するには、国際的に連携した観測と解析
を通じた努力が行われており、今後さらなる努力が必要です。

Q4. パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 の達成に向けた緩和活動に与えた現在の緩和努力と支援の妥当性と
有効性はどの程度か？

A4. 現在の緩和努力はネットゼロ排出と 1.5°C という地球温暖化防止目標を達成するには不十分であ
り、学術共同体は緩和努力を検証するための GHG モニタリングシステムを確立し、維持しなけれ
ばなりません。

Q5. パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 で定義された目標を達成するため、
a) さらにどのような活動が必要か？
A5-a. 緩和努力に加えて求められるのは、透明性のための国家間の連携による GHG モニタリングシ
ステムの確立です。

b) 障害や課題は何か、またそれらに対し、国、地域、国際レベルでどのような対処が可能か？
A5-b. GHG モニタリングには、未だに推定の信頼性を低下させる観測上の空白地帯（熱帯林や南極海
など）やモデルのバイアスがあります。研究コミュニティにとって、それら空白やバイアスの削減
が課題となっています。

c) 将来の見込み、優良事例、教訓、成功事例にはどんなものがあるか？
A5-c. 国家間の連携による総合的 GHG モニタリングシステムの確立は、学術共同体と気候政策のいず
れにとっても有益です。

<分野の横断>
Q20. パリ協定の目的と長期目標を達成するため、当事者たちは海洋を含めた生態系を確実に無傷で残
すことや生物多様性の保護の重要性をどのように認識しているのか？

A20. 本稿で私たちが提案する GHG モニタリングシステムには生態系による GHG の吸収と排出、た
とえば光合成による CO₂吸収やバイオマス燃焼による排出が含まれます。観測されたデータは、地
区から全球までのスケールで、時間の経過を通じて生態系が損なわれずにいるかどうかを評価する
ために役立てることができます。
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<緩和策>
Q1. パリ協定の条項 2.1(a)1 と 4.12 で定義された目標の達成に向けた緩和活動の現在の実施状況に関
する全体的な進捗と抱負は？

A1. GHG モニタリングは、この報告書に示す通り、総合的かつ迅速な評価と報告において進捗を得、
緩和目標の達成を支援しました。

Q2. 国別に決められた貢献、長期 GHG 低排出開発戦略、関連する取り組みやイニシアティブを勘案
した上で、パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 で定義された目標を達成するため、予想される 2030 年と
2050 年の世界全体のGHG排出量と、なお必要となる排出削減は？

A2. 地球温暖化を工業化以前よりも 1.5° C 高い水準を十分に下回るものに抑えるため、遅くとも
2050 年までにネットゼロ排出を達成しなければなりません。本報告書で示した GHG モニタリン
グシステムには、科学的な裏付けによってその完遂を支援することが期待されます。

Q3. パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 で定義された目標の達成に向けて、緩和活動を計画、実施、促進す
るために現在どのような努力がなされているのか？

A3. 必要とされる透明性を保って国ごとの GHG 収支を評価するには、国際的に連携した観測と解析
を通じた努力が行われており、今後さらなる努力が必要です。

Q4. パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 の達成に向けた緩和活動に与えた現在の緩和努力と支援の妥当性と
有効性はどの程度か？

A4. 現在の緩和努力はネットゼロ排出と 1.5°C という地球温暖化防止目標を達成するには不十分であ
り、学術共同体は緩和努力を検証するための GHG モニタリングシステムを確立し、維持しなけれ
ばなりません。

Q5. パリ協定の条項 2.1(a) と 4.1 で定義された目標を達成するため、
a) さらにどのような活動が必要か？
A5-a. 緩和努力に加えて求められるのは、透明性のための国家間の連携による GHG モニタリングシ
ステムの確立です。

b) 障害や課題は何か、またそれらに対し、国、地域、国際レベルでどのような対処が可能か？
A5-b. GHG モニタリングには、未だに推定の信頼性を低下させる観測上の空白地帯（熱帯林や南極海
など）やモデルのバイアスがあります。研究コミュニティにとって、それら空白やバイアスの削減
が課題となっています。

c) 将来の見込み、優良事例、教訓、成功事例にはどんなものがあるか？
A5-c. 国家間の連携による総合的 GHG モニタリングシステムの確立は、学術共同体と気候政策のいず
れにとっても有益です。

<分野の横断>
Q20. パリ協定の目的と長期目標を達成するため、当事者たちは海洋を含めた生態系を確実に無傷で残
すことや生物多様性の保護の重要性をどのように認識しているのか？

A20. 本稿で私たちが提案する GHG モニタリングシステムには生態系による GHG の吸収と排出、た
とえば光合成による CO₂吸収やバイオマス燃焼による排出が含まれます。観測されたデータは、地
区から全球までのスケールで、時間の経過を通じて生態系が損なわれずにいるかどうかを評価する
ために役立てることができます。

謝辞
プロジェクト SII-8「温室効果ガス収支のマルチスケール監視とモデル高度化に関する統合的研究」は環
境省から資金提供をいただきました（JPMEERF21S20800）。MIROC-ES2L の開発と CMIP6 のため
のシミュレーションは文部科学省プロジェクト TOUGOU から支援を受けました。MIROC4-ACTM
による逆推定計算は、北極域研究加速プロジェクト II（ArCS-II；JPMXD1420318865）から一部支援
を受けています。

データの入手先
• CONTRAIL-CME

CO2: https://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20210827.001-e.html
• 波照間モニタリングステーションにおける観測データ

CO2: http://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20160901.001-e.html
CH4: http://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20160901.003-e.html

• MIROC4-ACTM data:
CO2: https://doi.org/10.5281/zenodo.5776197, https://doi.org/10.5281/zenodo.5776212
CH4: https://doi.org/10.5281/zenodo.5920070
N2O: https://doi.org/10.5281/zenodo.5889524 
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• NISMON-CO2:
CO2: https://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20201127.001-e.html

• VISIT output:
CO2, CH4, N2O: https://www.nies.go.jp/doi/10.17595/20210521.001-e.html
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問い合わせ先
国立研究開発法人国立環境研究所　企画部　国際室

脚注
ppm: 百万分率 , 乾燥空気における 10－6 mol mol－1 の略語
Pg: ペタグラム（1015 g）
Tg: テラグラム（1012 g）
EDGAR: Emission Data for Global Atmospheric Research
GFED: Global Fire Emission Database
MIROC: Model for Interdisciplinary Research on Climate
NICAM: Nonhydrostatic Icosahedral Atmospheric Model
VISIT: Vegetation Integrative SImulator for Trace gases


